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3月24日に国土交通省が公表した「令和4（2022）年地価公示」によると、全国の地価の対前年変動率※1

は全用途平均＋0.6％（－0.5％、括弧内は前年数値、以下同じ）、住宅地＋0.5％（－0.4％）、商業地＋0.4％
（－0.8％）となり、いずれも2年ぶりに上昇に転じました。三大都市圏※2や地方圏でも、全用途平均、住宅地、
商業地で下落から上昇に転じるなど、全国的に地価の回復傾向が鮮明となりました。

●地価は全国的に回復傾向に
2022年の地価公示は、「新型コロナウイルス感染症の

影響が徐々に緩和される中で、全体的に昨年からは回
復傾向が見られる」と国土交通省が評するように、全国
的に回復がみられる結果となりました［図表1、2、3］。
住宅地では、コロナ禍以前からの傾向である、①都市

中心部の優良な住宅地やマンションなど希少性と地域に
おける価格水準が高い住宅地や、②交通利便性や住環
境に優れ相対的に価格水準が割安な住宅地に対する
需要の高さが地価の上昇に反映されたと考えられます。
商業地では、再開発地域を中心に、都心部におけるマン
ション需要の高さや国内の人流回復などを背景に地価
の回復がみられました。飲食店が集積する繁華街や、イ
ンバウンド需要への依存度が高かった地域では、引き続
き下落している地点もみられますが、下落幅はおおむね
縮小傾向となっています。

●共通地点では全圏域で後半が前半※4を上
回る回復
地価公示（価格時点1月1日）と都道府県地価調査（価

格時点7月1日）の共通地点における半年ごとの地価の
動きは、全ての圏域で、住宅地、商業地とも前半よりも後
半で地価の回復がみられました［図表4］。住宅地はい
ずれの圏域でも後半で上昇幅が拡大し、商業地でも、
2021年前半で大きく下落した大阪圏の商業地が－0.4％
から後半で＋0.2％と上昇に転じ、地方圏その他でも

［図表1］圏域別・用途別の地価変動率（2022年地価公示）

－0.3％から横ばいになるなど2021年後半は回復がみら
れました［図表4］。

●東京23区の住宅地は全区で上昇、商業
地も20区で上昇に転じるなど回復へ
東京都23区の住宅地と商業地について、横軸に

2021年の地価変動率を、縦軸に2022年の地価変動率を
設定し、図示しました。なお、円の面積は各区住宅地の
平均価格を示します（大きいほど価格が高い）［図表5、6］。
住宅地では、港区と目黒区が前年に引き続き上昇が継

続し、21区が下落から上昇に転じるなど全ての区で上昇
となりました。特に都心5区（千代田区、中央区、港区、
新宿区、渋谷区）や文京区、目黒区など地価が高い区に
おいて上昇率が高くなっていることが特徴的［図表5］と
なっており、富裕層を中心とする旺盛なマンション需要が
上昇を牽引したと考えられます。
商業地では、駅周辺の再開発事業が進む中野区をは

じめ20区が下落から上昇に転じました。一方、中央区
－1.3％（－3.9％）、千代田区－1.2％（－2.9％）、港区－0.3％
（－1.1％）の3�区では下落が継続しましたが、下落率は
縮小しました［図表6］。いずれの区も都心に位置してお
り、飲食や観光客に関連した需要の減退、オフィス市況
の先行き不透明感などから下落が継続していますが、国
内客の増加など人流が回復傾向にあることから、下落率
が縮小したと考えられます。

（以上、都市未来総合研究所　大重 直人）

データ出所：国土交通省「地価公示」

※1：�各年1月1日現在の公示価格の対前年変
動率の平均を示す。

※2：�三大都市圏とは、東京圏、大阪圏、名古屋
圏。東京圏は、首都圏整備法による既成
市街地及び近郊整備地帯を含む市区町の
区域。大阪圏は、近畿圏整備法による既
成都市区域及び近郊整備区域を含む市町
村の区域。名古屋圏は、中部圏開発整備
法による都市整備区域を含む市町村の区
域

※3：�地方四市とは、北海道札幌市、宮城県仙台
市、広島県広島市、福岡県福岡市を指す。
地方圏は三大都市圏を除く地域で、地方圏
その他とは、地方圏のうち地方四市を除い
た市町村の区域

※4：�前半（1月～7月）は都道府県地価調査
（7月1日時点）、後半（7月～1月）は地価公
示（1月1日時点）�

地価公示にみる全国の地価動向

用途別
圏域別 住宅地 商業地 全用途

2020年 2021年 2022年 2020年 2021年 2022年 2020年 2021年 2022年

全国 0.8 ▲�0.4 0.5 3.1 ▲�0.8 0.4 1.4 ▲�0.5 0.6

三大都市圏 1.1 ▲�0.6 0.5 5.4 ▲�1.3 0.7 2.1 ▲�0.7 0.7

東京圏 1.4 ▲�0.5 0.6 5.2 ▲�1.0 0.7 2.3 ▲�0.5 0.8

大阪圏 0.4 ▲�0.5 0.1 6.9 ▲�1.8 0.0 1.8 ▲�0.7 0.2

名古屋圏 1.1 ▲�1.0 1.0 4.1 ▲�1.7 1.7 1.9 ▲�1.1 1.2

地方圏 0.5 ▲�0.3 0.5 1.5 ▲�0.5 0.2 0.8 ▲�0.3 0.5

地方圏　地方四市※3 5.9 2.7 5.8 11.3 3.1 5.7 7.4 2.9 5.8

地方圏　その他 0.0 ▲�0.6 ▲�0.1 0.3 ▲�0.9 ▲�0.5 0.1 ▲�0.6 ▲�0.1
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［図表5］東京都23区の地価変動率の動き（住宅地）

［図表4］半年ごと※4の地価変動率（地価公示、都道府県地価調査の共通調査地点）

［図表2］用途・圏域別の地価変動率（住宅地）

［図表6］東京都23区の地価変動率の動き（商業地）

［図表3］用途・圏域別の地価変動率（商業地）

図表2～6のデータ出所：国土交通省「地価公示」に基づき都市未来総合研究所作成
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経済トレンド・ウォッチ

■ 景気の動向 （全国）

図1  景気動向指数

� データ出所：内閣府「景気動向指数」

図2  景気ウォッチャーの景気判断指数

�

� データ出所：内閣府「景気ウォッチャー調査」

図3  企業の業況判断指数

注：「大企業」は資本金10億円以上、「中堅企業」は資本金1億円以上10億円未満、「中小企業」は資本金2千万円以上1億円未満
（　）内の数値は直近調査の3ヶ月後に関する予測値

� データ出所：日本銀行「全国企業短期経済観測調査（短観）」
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【データ概要】
図1	 景

（CI：コンポジット・インデックス）
気動向指数のCI指数	 ：CI指数は、景気の拡大・後退の大きさやテンポを示す。

景気先行指数は、景気一致指数より数ヶ月先行して動き、景気を予知するための指数。
景気一致指数は、実際の景気動向とほぼ一致して動き、景気の現状を示す指数。
景気遅行指数は、景気一致指数より数ヶ月遅れて動き、景気の変化を確認する指数。

図2	 景気ウォッチャーの景気判断指数	 ：景気の動きに敏感な職業の人を景気ウォッチャーに選び、街中の景気の現状や先行き
（ 2 , 3ヶ月先）について、景気ウォッチャーの判断による景気の方向性を示す指数。
（DI指数：50	=	変わらない・横ばい、50より高い=	良くなる、50より低い=悪くなる）

図3	 企業の業況判断指数	 ：業況が｢良い｣と答えた企業の割合から、｢悪い｣と答えた企業の割合を引いた値を
業況判断指数とするもの。｢良い｣と｢悪い｣の回答割合が同じ場合は｢0｣となる。



5みずほ信託銀行　不動産マーケットレポート � 2022, May

■ 物価・雇用・金利等の動向 （全国）

図4  物価指数

� �
�
� データ出所：総務省「消費者物価指数」、日本銀行「企業物価指数」

図5  雇用情勢

注：図の値は季節調整値。完全失業率の2011年3月から8月は、岩手県、宮城県、福島県を除く全国の結果� �
�
� データ出所：総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」

図6  主要金利

�
�
� データ出所：日本銀行「金融経済統計」、日本相互証券及び住宅金融支援機構ホームページ公表資料
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【データ概要】
図4	 消費者物価指数	 ：全国の家計に係る財及びサービスの価格等を総合した物価を時系列的に測定する指数。
	 国内企業物価指数	 ：企業間で取引される国内向け国内生産品の価格水準を示す指数。
図5	 完全失業率	 ：労働力人口（15歳以上で働く意志をもつ人）に占める完全失業者の割合。完全失業者は一定	

期間中に収入を伴う仕事に従事しなかった人で、実際に求職活動を行った人。
	 有効求人倍率	 ：公共職業安定所で扱う求職者１人に対する求人数。
図6	 長期固定金利型住宅ローン	 ：民間金融機関と住宅金融支援機構の提携商品｢フラット35｣の借入金利の最高。
	 	 　（保証型は含まない。2010年4月以降は融資率が9割以下の場合。2017年10月以降は融資

率が9割以下、新機構団信付きの場合）
	 都市銀行住宅ローン（変動）	 ：個人向け都市銀行住宅ローンの変動金利型の基準金利。
	 長期プライムレート	 ：民間金融機関が信用力の高い企業に資金を１年以上貸付ける際の基準となる貸出金利。
	 長期国債新発債流通利回り	 ：金融機関や機関投資家などの間で取引される長期国債新発債の利回り。

注記：図1から図6はいずれも原稿作成時点で入手できたデータに基づき作成
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不動産市場トレンド・ウォッチ

図1	 用
（公示地価あるいは基準地価を使用）
途別平均地価	 ：	「地価公示」の公示地価は、一般の土地の取引価格に対して指標を与え公共事業用地の取得価格の

算定の基準となる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的として、国土交通省の土地鑑
定委員会が毎年1回、標準的な土地についての正常な価値を示すもの。

	 	  	「都道府県地価調査」の基準地価は、国土利用計画法施行令に基づき、都道府県知事が毎年7月1日
における調査地点の正常価格を不動産鑑定士の鑑定評価を求めた上で判定するもの。

■ 東京圏

図1  用途別平均地価（前年比）

�

� データ出所：国土交通省「地価公示」

図2  総人口の推移

注：各年4月1日現在の値（2021年4月1日の値は令和2年国勢調査結果を基礎数値とする予定であるため暫定値が開示されているが、横浜市と川崎市は、2021年4月1日の暫定値が未
開示であるため2020年9月1日時点の値で代用した。）�
� データ出所：各都市の「推計人口」及び総務省公表資料

図3  J-REIT保有賃貸マンションのNOI評価額利回り［運用時NOI利回り］

注：各投資法人の2021年9月末までの決算資料による。��

� データ出所：都市未来総合研究所｢ReiTREDA（リートレーダー）｣
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【データ概要】

図2	 総人口	 ：	各都市の行政区域に常住する人口総数の推計値。	
国勢調査人口を基準とし、これに毎月の住民基本台帳等の増減数を加えて推計したもの。

図3	 NOI評価額利回り	 ：	NOI評価額利回りは､J-REIT（上場不動産投資信託）の全投資法人が保有する住居専用型賃貸
マンションの期末鑑定評価額に対する直近1年間の純収益（NOI）の割合を示す。	
図は地域別に物件毎（賃料保証・固定賃料物件を除く）のNOI評価額利回りを単純平均したもの。
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【データ概要】

■ 主要大都市（札幌・仙台・名古屋・京都・大阪・神戸・福岡）

図4    用途別平均地価（前年比）

� �
�
� データ出所：国土交通省「地価公示」

図5  総人口の推移

注：各年4月1日現在の値（2021年4月1日の値は令和2年国勢調査結果を基礎数値とする予定であるため暫定値が開示されているが、札幌市と仙台市および福岡市は、2021年4月1日
の暫定値が未開示であるため2020年9月1日時点の値で代用した。）� �
� データ出所：各都市の「推計人口」及び総務省公表資料

図6  J-REIT保有賃貸マンションのNOI評価額利回り［運用時NOI利回り］

注：各投資法人の2021年9月末までの決算資料による。 � �
�
� データ出所：都市未来総合研究所｢ReiTREDA（リートレーダー）｣
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注記：図1から図6はいずれも原稿作成時点で入手できたデータに基づき作成

図4	 用
（公示地価あるいは基準地価を使用）
途別平均地価	 ：�「地価公示」の公示地価は、一般の土地の取引価格に対して指標を与え公共事業用地の取得価格の

算定の基準となる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的として、国土交通省の土地鑑
定委員会が毎年1回、標準的な土地についての正常な価値を示すもの。

	 	 　�「都道府県地価調査」の基準地価は、国土利用計画法施行令に基づき、都道府県知事が毎年7月1日
における調査地点の正常価格を不動産鑑定士の鑑定評価を求めた上で判定するもの。

図5	 総人口	 ：�各都市の行政区域に常住する人口総数の推計値。	 	
国勢調査人口を基準とし、これに毎月の住民基本台帳等の増減数を加えて推計したもの。

図6	 NOI評価額利回り	 ：�NOI評価額利回りは､J-REIT（上場不動産投資信託）の全投資法人が保有する住居専用型賃貸	
マンションの期末鑑定評価額に対する直近1年間の純収益（NOI）の割合を示す。� 	
図は地域別に物件毎（賃料保証・固定賃料物件を除く）のNOI評価額利回りを単純平均したもの。
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 物流施設用地への需要の高まりから工業地の地価は上昇が続く

〈お 問 合 せ 先〉
宅地建物取引業：届出第２号 
所属団体：�一般社団法人不動産協会、一般社団法人不動産流通経営協会 

公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会加盟 

みずほ信託銀行株式会社

　

近年、EC市場拡大に伴う物流施設への需要の高まりから、物流施設用地として工業地の地価も上昇してい
ます。工業地の2022年の対前年平均変動率は、東京圏が3.3％で9年連続の上昇、大阪圏が2.5％で7年連
続の上昇、名古屋圏が1.6％で2年ぶりの上昇となりました。また、地方圏のうち、地方四市は7.4％と9年連続
の上昇、地方四市を除くその他の地域においても0.8％と4年連続の上昇になりました［図表1、2］。
全国的に工業地の地価の上昇が続いており、今後も物流施設の需要の高さを背景に地価の上昇基調が継
続すると考えられます。工業地の地価の上昇が特に著しい東京圏では、全用途における変動率上位10地点
すべてが工業地の調査地点でした［図表3］。� （以上、都市未来総合研究所　大重 直人）

［図表1］圏域別の対前年変動率

［図表3］東京圏の全用途の変動率上位10位

［図表2］圏域別の累積地価変動率（2015年＝100）

図表1～3のデータ出所：国土交通省「地価公示」に基づき都市未来総合研究所作成
地図：国土地理院「電子国土WEB」
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用途
圏域別

工　業　地
圏域別 2021年 2022年

全国 1.8 0.8 2.0
三大都市圏 2.4 1.0 2.7
東京圏 3.0 2.0 3.3
大阪圏 2.8 0.6 2.5
名古屋圏 0.7 ▲ 0.6 1.6

地方圏 1.1 0.5 1.3
地方圏　地方四市 5.6 4.4 7.4
地方圏　その他 0.8 0.2 0.8

用途 番号 住居表示
対前年変動率（％） 2022年

価格
（円/㎡）2021年 2022年

工業地 市川9-1 千葉県市川市塩浜３丁目１７番１２ 8.0 20.0 210,000

工業地 市川9-4 千葉県市川市二俣７１７番７３ 6.0 19.5 190,000

工業地 市川9-2 千葉県市川市二俣新町１７番９外 6.1 19.4 166,000

工業地 船橋9-2 千葉県船橋市日の出２丁目１１番 8.6 19.3 105,000

工業地 市川9-3 千葉県市川市高浜町３番３ 4.5 19.1 137,000

工業地 白井9-2 千葉県白井市中字越戸１４９番１４外 8.2 12.9 40,300

工業地 白井9-1 千葉県白井市名内字新山３３４番２ 8.2 12.8 38,900

工業地 横浜鶴見9-2 神奈川県横浜市鶴見区大黒町３６番１４ 11.1 12.1 157,000

工業地 松戸9-1 千葉県松戸市松飛台字中原３３６番１７ 10.8 10.5 147,000

工業地 横浜中9-1 神奈川県横浜市中区錦町９番３外 9.5 10.4 127,000
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